
共同研究実施計画書作成・記入要領

１．「研究代表者氏名」，「所属部局・職」

研究代表者の氏名，所属部局・職名を記入。

２．「研究題目」
共同研究申込書に記載の研究題目を記入。

３．「分野」

次の分野からもっともふさわしい研究分野を１つ選択の上，記号を記入。なお，次の分野により難い場合のみ，研究分野名を記入。

ライフサイエンス・・・・・・ラ

エネルギー・・・・・・・・・エ

情報通信・・・・・・・・・・情

製造技術・・・・・・・・・・製

環境・・・・・・・・・・・・環

社会基盤・・・・・・・・・・社

ナノテクノロジー・材料・・・ナ

フロンティア・・・・・・・・フ

４．「研究期間」

共同研究申込書に記載の研究期間及び年数を記入。
５．「研究目的・内容」

共同研究申込書に記載の研究目的・内容を記入。

６．「研究計画・方法」

共同研究申込書に記載の「研究目的・内容」を踏まえ，共同研究の目的を達成するための研究の計画及び方法を簡潔に記入。

７．「研究組織」

共同研究に参加する研究者の氏名，所属・職，役割分担を記入。なお，役割分担には各々の研究担当者がどのように共同して研究を行うのか，それぞれの関連がわかるように記入。また，研究代表者の氏名の前に「※」，外部機関共同研究員の氏名の前に「◎」を記入。

８．「研究実施場所」

本学及び外部機関における研究の実施場所を記入。該当がない場合は斜線または「－」。

９．「外部機関の概要」

外部機関の機関名，所在地，事業内容を記入。なお，機関名は名称を省略せずに記入。また，分類及び規模（分類が「一般の会社」のみ。）を次の中から該当するものの記号で記入。

［分類］

国・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・国

地方公共団体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・地

公団・特殊法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・公

独立行政法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・独

国立大学法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・国大

公立大学・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・公大

私立大学・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・私大

財団法人，社団法人，研究組合及び商工会議所等民間団体・・・団

一般の会社・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・会

その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・他

［規模］

大企業・・・・大

中小企業・・・中小（※）

※　官公需についての中小企業の受注確保に関する法律（昭和４１年法律第９７号）第２条第１項に規定する「中小企業者」

官公需についての中小企業の受注確保に関する法律（抜粋）
第２条　この法律において「中小企業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。

１．資本の額又は出資の総額が３億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第２号の３までに掲げる業種及び第３号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの

２．資本の額又は出資の総額が１億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人であって、卸売業（第３号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの

２の２．資本の額又は出資の総額が５０００万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人であって、サービス業（第３号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの

２の３．資本の額又は出資の総額が５０００万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が５０人以下の会社及び個人であって、小売業（次号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの

３．資本の額又は出資の総額がその業種ごとに政令で定める金額以下の会社並びに常時使用する従業員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社及び個人であって、その政令で定める業種に属する事業を主たる事業として営むもの

４．特別の法律によって設立された組合及びその連合会であって政令で定めるもののうちその直接又は間接の構成員たる事業者の３分の２以上が前各号のいずれかに該当する者であるもの、企業組合並びに協業組合（以下「組合」という。）
９．「使用設備」

本学及び外部機関が共同研究のために使用する設備を記入。提供設備がない場合は斜線または「－」。

１０．「外部機関からの提供設備」

共同研究申込書に記載の本学への提供設備を記入。提供設備がない場合は斜線または「－」。

１１．「その他の事項」

その他特記する事項がある場合は記入。ない場合は空欄。

１２．「１．共同研究に要する経費等の収入計画」

各年度における共同研究に要する経費等の収入計画を記入。単年度の場合及び一括収納の場合は，収納する年度のみ記入し，その他の欄は空欄。

１３．「直接経費の使用計画」

各年度における直接経費の使用計画を記入。単年度の場合は当該年度のみ記入し，その他の欄は空欄。

なお，「不課税に係る消費税相当額」は，「外国旅費」，「賃金」及び「謝金」の合算額に８％を乗じた額を記入。
１４．「その他の共同研究費必要となる経費の負担計画」

外部機関が負担する本学の「共同研究に要する経費等」の他に，本学及び外部機関が共同研究のために負担する経費がある場合記入。ない場合は斜線または「－」。

